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）予
周知のごとく、戦前の日本農業の最大の問題点は、寄
生地主的土地所有制と零細分散農耕経営というニ点にあ
った。ところが、前者の寄生地主的土地所有制は戦後の
農地改革によって、ほほ完全に解体され自作農経営が圧
倒的比率を占めるにいたった。しかし、いま一つの零細分
散農耕経営は、いっこうに改正ーされず、かえって戦争末期
から敗戦後の昭和25・26年ごろまでは農家戸数、農家人
口の培大した結果、零細土地所有と零細分散農耕経営は
その零細性を強める乙とになった。この点に戦後農業の
最大の問題点がある。しかも、戦前！と異なって、乙の零
細分散農耕が自作農経営としておこなわれ、また戦後の
農業政策も、ほぼ昭和25年以降は農地改革の成果である
零細な自作農の維持を悲調としてその基礎の上で主食の
増産主義がつらぬかれてきた。したがって農地改草によ
って旧小作地を獲得した農民の関心は、あげて零細な自
作地における生産力の引上げに向けられてきた。しかし
この場合、農業生産力の引上げというのは、零細分散農
耕経営を前提としてのものであるから、主食の場合はも
っぱら反当収量の引上げによってもたらされたものであ
る。それは米作地帯；（富山県とそ、まさに日本有数の水
稲草作地帯なのであるが〉に典型的にみられるように、
各農家による零細分散の耕地への日目斗、農薬、農機具ーの
多投、土地改良、改良品種等々への多大の資金の投下に
よってもたらされたものであった。かくして支持価格制
度のもとにある主食（とくに米〉にあっては、反当収量
の増大→農業租収益の増大とはなったが、それは粗収
益の上昇率以上の農業経営費の上昇率によってはじめて
可能になったことであり、たしかに農業所得額は増大し
たが、逆lこ農業所得率は次第に低下する傾向にある。一
方、民哀の亥技家計費については、近年の消費ブームの
波にまきこまれて、＇C:＼膨肢をつつ、け、農家の圧倒的部分
は農業所得のみでは家族家計費をカバーしえなくなり、
かっその傾向は年々深かまりつつある。
農村外にあっては、高度経済成長下にあって、第2次
・第3次産業での勤労者｜止帯の所得が、農業所得に比し
て高水準にあるということから、いわゆる農工の所得格
差の問題をひきおこしている。との農工の所得格差と、
高度経済成長下にあたって、農村外7乙有利な就職先のあ
るということから、農村の若者にとっては、農業はます
ます魅力のないものとなり、農業人口J土若年層を中心と
して物凄い勢いで減少しつつある。その結果、いまや農
村では、若者と成年男子は農業［とたずさわらない、老人
と婦人中心の農業になりつつある。かくして、農業労働
論
力は単lζ量的に激減しつつあるのみならず、質的にも空
洞化の過程をすすめつつあるのである。 ζの農業人口の
滋減、したがって兼業化の進展は、戦後農業の最大の特
徴点であるが、兼業農家とは、まさに挙家離農しない
で、世帯員のある部分が他lζ兼業先を求めるというこ
とであるから、兼業化の進展というととから直線的に農
家戸数の減少→農耕経営規模の拡大→1戸当り農業所得
の拡大という乙とにはならない。
このように、農家の圧倒的部分は農業所得のみでは、
急膨脹する家族家計費をカバーしえず、兼業所得にたよ
らざるをえないのであり、かくして大部分の農家にとっ
ては、農業所得と兼業所得の両者を「併せて一本Jの所
得ではじめて農家経済をまかなっているのである。しか
も近年、農家所得に占める兼業所得比率はますます増大
し、富山県においても3＆年度にいたって、各階層平均
の農家所得において、兼業所得が農業所得を上回るにい
たった。階層別にみれば、下層農家ほどその傾向はつよ
く、とくに 1町未満層では農家所得の圧倒的部分を兼業
所得にたよっている。かくして、いまや一部の上層農家
( 1.5町以上層）をのぞいては、農家経済の童心：ま農業
から農業外lζ移りつつある。
ところで、農業所得のみでは家族家計費をカパーしえ
なくなった上層農家とは逆に、農家経済の圧倒的比率を
兼業所得にたよっている下層農家にとっても、兼業所得
一本では家族家計費をカバーしえないのであり、そのた
めには農業所得は依然として不可欠のものである。した
がって、 ζれら下層の農家にとって、兼業化の進展はた
しかに、一回脱農化の方向をおしすすめるものではある
が、それはl5i農化→農家戸数の減少とは簡単にいえない
のである。とくに兼業先が、わが国の労働市場、雇用形
態の特殊性からして、低賃金で、労働条件が悪く、非恒
常的な職場であるかぎり、かつまた老後の安定を確保す
る社会保障制度の拡充がないかき、り、完全な挙家離農と
いうのは凶難である。しかし、富山県においても38年度
にいたって、；最下層の 1～3反！百が兼業所得のみで家族
家計費をカバーしうるにいたった乙とは、農家の子弟
の新規学卒者で農業をつぐ者が特別の例外をのぞいては
皆無の状態になり、かっ彼等の競職先が次第に安定的な
大企業への集中皮をたかめている乙とと共に、重要な指
標である。すなわち、これら最下居『の農家にとっては、
もはや農業所得のもつ意味は稀薄になりつつある段階
にさしかかりつつあるのである。乙うして、農業人口
の激減と兼業化の進展は、直線的に農家戸数の減少に結
びつかないとしても、最下層の 1～3反層はもちろんの
とと、ほぼ5反未満の下層農家は、兼業所得が農家所得の
8～9割も占めることによって、いまや、それらは「農
家」というよりは、 「勤労者世待」と呼ぶにふさわしい
状態におちいっているのである。こうして、これら下層
の農家を、 「農家」と呼ぶか否かは別として、実態は農
家ではなくなっているのであり、農家戸数の減少は、な
お依然として農家という名称をもっ下層農家において進
みつつあるといえるのである。
本稿では、富山県の農業構造を、主として農業人口の
減少、兼業化の進展および農家経済の推移に焦点をあわ
せて、検討しようとするものである。それ故に、農業内
部の農業経営問題については、富山県農業を他の都府県
のそれと区別する水稲単作地帯としての特色という点以
外は、ほとんどふれなかった。
（註） この農業経営の問題については、拙稿「富山県の農業構造とその問
題点」 （「北陸経済季報」第1巻第4号、昭和35年5月）参照されたい。
第 1章富山県農業の特質
第1節県経済に占める農業の位置
戦後における富山県農業構造の推移を検討する前提と
して、まず第il乙、県産業lζ占める農業の位置をみるた
めに、産業別就業人口の推移について検討しよう。産業
別の就業人口をしめすのは、第1表である。これによれ
ば、朝鮮戦争のはじまった時点である昭和25年度におい
ては、県の総就業人口のうち、農業就業人口は半分を占
めていた。ととろが、朝鮮戦争後の不況をへて、いわゆ
る神武景気の開始の時点である昭和30年には、農業就業
人口の占める比率は44.3%となり、相当大巾な比率の減
少をしめしている。また農業就業人口の絶対数について
みれば、 25年を基準iとして、 30年は丁度10%の減少であ
る。乙の農業就業人口の大巾な絶対的、相対的減少とは
逆に、大「1乙就業人口が増大したのは、第3次産業であ
総数
第 1次
産業
I 25~ I 3昨 I3士8年 I~ι主ι~35品2~3~年
農業
第 2次
産業
第 3次
産業
（注） 1. 富山県の数字のうち、 25年、 30年は国勢調査資料より、 35年、 38年は県統計課資料による。
2. 全国構成比のうち、 25年は、国勢調査資料より、 30年は 1%袖山結果より、 35年、 38年は、経済企耐
庁「国民所得報告」より。
り（25年＝25.49昔、 30年＝30.8%）、第2次ITE業でも若干
の増加をしめしているが（21.7%→22.7%）、第3次産
業における大巾な増加にくらべれば、むしろ増加の巾の
小さい乙とが、目をひく。したがって、昭和25年から30
年までの5年間における農業就業人口の大巾な減少のほ
とんどは、 )lfJ3次産業における増加に見合っているので
ある。
なお、昭和25年における、全国での農業就業人口の就
業者総数lと占める比率は45.29るであり、 30年は37.9%で
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ある。したがって富山県と比較するとき、両年度とも、
富山県の方が、全国に比して相当高い比率であり、また
25～30年の5年間における農業就業人口の総就業人口lζ
占める比率の減少巾も全国の場合の方が大きい。全国で
は、すでに25年の時点、で農業就業人口は総就業人口の半
分を割っており、 30年lとは4割以下となっているのであ
る。ただ、農業就業人口の絶対数の減少巾については、
富山県の場合、乙の5年間で10%の減少であるのにたい
して全国では8%であり、富山県の方が大きな割合で減
少している。
35年になると、農業就業人口は、25年～30年の5年間に
ひきつづき、ほぼ同じペースで顕著な減少をしめしてい
る。就業人口の絶対数は、25年を蓋準にして82.5%とな
り、また総就業人口に占める比率は37.1%と、40%以下と
なっている。乙の農業就業人口の大巾な絶対的、相対的減
少にたいして、増加しているのは、第2次、第3次の両
産業であるが、とくに第2次産業の増加は顕著である。
すなわち第2次産業では、総就業人口lと占める比率は、
30年＝22.7%だったのが、5年後の35年には28.4%となり
大巾な増加をしめている。これにたいして、第3次産業
は30年＝30.8%が35年＝32.8%となって、たしかに比率
の増加をしめしてはいるが、第2次産業に比較すれば、
増加の割合は小さい。乙の乙とから、 30年にはじまる神
武景気の過程で、富山県の場合も、第2次産業における
就業人口増加はとくに顕著であり、これより前の25～30
年の5年間における第3次産業の顕著な人口増加と区別
されなければならない。しかし、農業就業人口では、と
の25年～30年～35年の10年聞の前後の各5年聞はほぼ
ひとしいペースで大巾に減少し、 25年には総就業人口の
丁度半数をしめていたのだが、 10年後の35年には40%以
下lと低下しているのである。
全国の農業就業人口の比率と対比すると、富山県の35
年＝37.1%というのは、全国の場合の30年＝37.9%とほ
ぼ同水準の比率であり、丁度両者には5年間のずれがあ
るとみてよい。なお、 35年における、全国での農業就業
人口の比率は30.3%（経済企画庁「国民所得報告」）と
なり、との時点で了度30%となっている。
次に昭和38年の場合をみよう。
38年には、農業就業人口の総就業人口に占める比率は
30.4%となり、富山県においても、 30%となり、全国の
昭和35年とほぼ同率になっている。農業税業人口の絶対
数の推移でみると、 25年を基準iとして、との13年間lζ実
l乙30%という大巾な農業就業人口の減少をみているので
ある。しかも最近の35年～38年の3年間の減少率は、そ
れ以前の10年聞におけるよりも、はるかに大巾である点
は注目されねばならない。
との農業就業人口における激しい減少に見合って、第
2次、第3次産業では、それぞれ増加している。この両
者のうち、第2次産業の伸び率の方が第3次産業の場合
より、はるかに大きな伸びをしめしているのは、 30年～
35年の場合と同様であり、それ以前の25年～30年の場合
における第3次産業の顕著な伸びと対照的である。乙れ
は、富山県においても30年からはじまった神武景気にひ
きつづく、高度経済成長下の35年～38年では、 25年～28
年の朝鮮戦争下における場合とは異なって、第2次産業
中心lと就業人口が増大した乙とをしめすものである。
なお、 38年の全国における就業人口の構成比は、農業
は、 26.2%であり、第2次産業は32.5%、第3次産業は
39%である。農業の構成比は、富山県の場合の方が、と
の35年～38年の3年聞に関するかぎり、全国よりも減少
の巾が大きいが、構成比率の水準においては、なお、全
国の26.2%にたいして富山県の30.4%と、富山県の方が
高い比率である。
以上、富山県の産業別就業人口における農業の占める
位置を、昭和25年～38年の13年聞についてみてきたので
あるが、農業就業人口の絶対数においては、 30%という
大巾な減少、他産業との構成比においては、 25年には総
就業人口の丁度半数を占めていたのが、 38年にはわずか
に30%を占めるにすぎなくなってしまったのであり、こ
の13年における農業就業人口の減少と、構成比の低下が
いかに超大であったかがうかがえるのである。しかも重
要なことは、たんに農業就業人口の上述のような量的な
減少にとどまらず、農業就業人口の質、内実の変化の点
である。すなわち、農業就業人口の内実は、次第に老令
者・女子中心の度合が深まり、また新学卒者の農業就業
者数の激減等々、農業就業者の空洞化がますます進みつ
つあるが、との点については後述する。
第2節富山県農業の特質
周知のどとく、富山県は全国一の高い水田率をほとる
典型的な水田単作地帯である。たとえば、昭和25年にお
ける総耕地に占める田の割合は、 「日本農業基礎統計』
によれば、富山県は92.2%であり、全国第1位である。
富山県についで高い比率を占めているのは、滋賀県（90
.3%）であり、それにつづいて兵庫県（87.7%）、福井
県（86.7%）、大阪府（84.2%）、秋田県（82.7%）等
の順になっている。 10年後の昭和35年においても、富山
県は依然として全国第1位で91.8%であり、ついで滋賀
県（89.5%）、福井県（87.7%）、兵庫県（87%）等の
j阪になっている。 （『農林省統計書』昭和35年）
とのように、富山県は総耕地面積に占める回の割合が
全国一~（高いことからして、当然、農業粗生産額l乙占め
る米の比率は圧倒的である。それをしめすのは、第2表
である。
ζの第2表によれば、富山県の場合、 25、3、38年のい
ずれの年次においても、米は農業粗生産額のうち圧倒的
な構成比率を占めている乙とがわかる。 38年度は、 25、
3年の両年度に比べてやや比率が低下しているが、なお
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70%を上回っており、全国の場合の50%以下というのと
対比すると、圧倒的な比率であるととがわかる。
もっとも全国の場合も米は他の産額にくらべると桁ちが
いに大きな比率であるが、富山県と対比した場合、全国の
比率はきわだって小さいと言ってよい。乙うして富山県
の場合は米の占める比率の圧倒的大きさという点で、な
お米一本の農業であるといって差支えない状態である。
米以外では、畜産物の生産額の構成比が顕著な伸びを
しめしている。すなわち、 25年度の5.7%から、 3年度
=7.9 ~昔、 38年皮＝ 11% と伸び、 13年間で構成比率が倍指
しているのは注目される。典型的な水田単作農業地帯で
ある富山県においても、成長株といわれる畜産物はとの
ような飛躍的伸びをしめしているのである。膏産物の他
l乙大きく伸びたものは、野菜、果実、工芸作物である。乙
のうち、果実、工芸作物の仲び率は野菜よりも大きいが
この両者の占める構成比率は1～2%という小さなもの
であるので、農業生産額全体にとってほ、なお、ネグ
リジブルであるといってよい。それにたいして野菜の場
合は、 25年度の3.8%から、 38年度iとは6.2%となり、
構成比では、米、畜産物につぐ第3位の地位を占めてい
る。富山県の場合、38年度でみれば、 73.6%と圧倒的比率
を占める米と、 11%の畜産物と、それにとの6.2%の野
菜の上位3者で、 90.8%となり、その他は無視して差支
えないほどの小さな比率を占めるにすぎない。
全国の場合も、米につぐ第2の地位を占める畜産物ば
顕著な伸びをしめし、 25年度の7.4%が38年度には19.5
%となり、米の占める比率の4.7%の半分ちかい比率に
なっている。畜産物についでは野菜、果実が大きな比率
を占めている。 38年度でみれば、第2位の畜産物の19.5
% lと、野菜 10.6%、果実 ~.9 %の二者を加えると37%と
なり、乙れは、なお米の44.7%に劣るとはいえ、大体そ
れに近い比率を占めているのである。こうして、全国の
場合は、選択的拡大の方向に見合うものとしての畜産物
果実、野菜の三者をあわせると：）jとの比率に対抗しうよる
うな位置を占めるにいたっているのである。全国の場合
lご比較すれば、富山県でも、上述のごとく、畜産物、野
菜、果実等の生産額の伸びはいちじるしいが、なお、 38
年度における米の占める73.3%という圧倒的比率にくら
べると、それらの占める比率の小さいととがかえって自
につき、全国に対比しての水田単作農業地Jij.としての富
山県の特色が、逆lζ浮び、上ってくるのである。
なお、昭和30年について、農業粗生産額のうち米の占
める比率の高い県を若干あげれば次のごとくである。 80
%以上のj!f~は、秋田（83.g%）、富山県（80.6%）の 2
県のみであり、それについで70%台の県は、福井県（79
- 3 
.3%）、新潟県（78.4%）、山形県（75.5%〕石川県（71
.6%）、宮城県（71.2%）の五県となっている。 （『日
本農業基健統計』〕 p596）乙れをみても、富山県は全
国屈指の米作県であることがよくわかるのである。
以上は、粗生産額における各品目の構成比率の推移を
みたのであるが、次に、生産指数の動向をみよう。それ
をしめすのは第3表である。
昭和25～27年を基準とした各品目の生産指数をみると
富山県と全国を比較して次のような特色がみられる。す
なわち、富山県も全国の傾向と同じく、いわゆる選択的
拡大の方向に見合うものとして、畜産物、果実、野菜、
工芸作物のやj：びが大きいことである。これらの成長品目
が顕著な増産をみている点では、全国と同様であるが、
その伸びの中においては、富山県が全国平均よりも、畜
産物、果実、野菜、工芸作物のいずれの品自においても
小さい点は注目されねばならない。とくに、とれらの成
長品目のうちでも、桁ちがいの飛躍的な仲ひ、をしめてい
る畜産物において、富山県のおくれが目立っている。し
かもそれは、畜産物のうちの家音、牛乳、鶏卵のいずれ
においてもいえることである。したがって、富山県の場
合も国民の食生活の高度化に応じて、たしかに選択的拡
大の方向に向って成長品目は顕著な伸びをしめしている
が全国平均の伸びと比較するとき、大きなおくれをとっ
ていることは否定できない。次lこ、富山県農業の死命を
制する米作においては、一応着実な伸びをしめしていて
全国平均と比較すると、第3表にかかげた30～38年のい
ずれの年次をみても、富山県の方が高い水準をしめし、
ほぼ両者は平行線を画いて増産の方向をたどっている。
ただ、 ζの米作の伸びの巾は、成長品目の筆頭である畜
産物はもちろんのこと、それに次ぐ果実の伸びと比較し
でもはるかに劣るのであり、大体、野菜、工芸作物と同
水準の伸びをしめしているにすぎない。
豆、いも類、養蚕については、全国平均では、いずれ
も若干の増産をしめしているが、それに反して富山県；ば
大巾な減産をしめしている。また麦、雑穀については、
全国平均でも、いずれも大巾な減産であるが、その減産
の巾において富山県の方がはるかに大きい。
こうして富山県の農業生産は、成長品目の畜産物、呆
実野菜、工芸作物の伸び率において、全国平均に劣り、
また米以外の麦、豆、いも、養蚕の生産において全国平
均以上に大「1な減少をしめし、わずかに米作においての
み、その生産水準が全国平均を上回っているのである。
換言すれば、富山県農業は、選択的拡大の方向をたどり
ながらも、実態としては、なお米作中心、米作一本の性
格を維持しているのであり、米作を中心とし、米以外で
は成長品目としての畜産物、果実、野菜、工芸作物が伸
び、この両者以外の諸品目は陥没しつつあるというのが
実状である。
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第 2表農業粗生産額
年度 I 3 年度 38 年 度
富山県 l全国l富山県 l全国［富山県 l全国
粗生産額｜構成比構成比粗生産額｜構成比号2壁品粗生産額｜構成比構成比
% 
11.220 23,445 77.5 
米 9,635 77.4 49.1 19.612 77.5 50 .1 28,509 73.6 44.7 
麦 類 205 1.6 10 .8 64 0.3 7.9 30 0 .1 1.4 
雑 穀 19 0.2 1.2 15 0.1 0.8 7 0.0 0.2 
旦 類 215 1.7 4.7 319 1.2 3.3 353 0.9 2.1 
いも類 326 2.6 8.7 308 1.2 4.9 3.7 
野 y手方"' 471 3.8 6 .4 1, 137 4.5 6.9 2,393 10.6 
果 実 45 0.4 3.7 252 4.9 427 1.1 6.9 
工芸作物 72 0.6 4.7 567 5.4 818 7.9 
その他 231 170 0.7 0.7 146 0 .4
畜産物 709 5.7 7.4 2,012 7.9 12.2 4,256 1q,5 
ま ゆ 38 0.3 2.8 31 0. 1 3.0 27 0.0 3.0 
農産加工 726 5.8 0.5 1, 194 4.7 1, 192 3 .1 
総産出額 100 .o 
（注） 1. 富山県統計調査課および農林省統計による。
2. 富山県の38年度は農政課の推定によるもの。
第 3表農業生産指数 (25～27年＝100)
? ? ? ?
山
35年｜
県
仰い器産）
139.41 145.41 
131 .1 I 131 .s 1 
全
30年［昨 i
12s. 1 I 129.s j 
121.1 I 121.1 J 
国
37年 Ic概算）
I 38~ 
140.6 j 137 .5 
130. s 1 12s .o 
農業蒋否 i
（粗生産〉｜
耕種｜
米
麦類
豆類
雑穀
いも類
野菜類
果実
工芸作物
30年 J 3年｜
133.3 j 126.31 
130.s j 122.4 J 
136.4 131.5 134.4 137.7 145.5 129 .6 
62.4 26 .2 16.6 10.8 5.6 109.5 94.0 108.3 97.6 32.4 
105.3 85.9 93 .1 89.5 88.1 118.2 119.6 136.2 115.2 116.6 
66.2 41.4 31 .5 45.3 103 .o 109.8 100.0 83.5 85.4 
105.7 83.0 62.1 58.3 50.3 119.6 15 .3 116 .8 117 .2 118.1 
99.9 73.7 85.2 108.1 137.3 110 .9 114.9 133.0 139.8 148.7 
135.7 121.5 166 .1 238.6 188.8 225.1 233 .:J 240.4 
180.3 165.8 129.7 140.2 130.5 139.8 148.0 143.6 152.5 146.9 
養
畜産
家
牛
主
G主）
蚕 I9s.4 J 65.31 4s.2 I 35.51 29.4 J 124.31 121.51 121.s I 
物 I1s1.s I 204.61 199.91 213.4 f 213.51 113.31 21s.2 I 263.4 J 
畜 I156.o I 148.9 I 113.9 I 196.8 I 199.9 I 150.s 1 183.s I 187.8 
乳 I176.4 I 259.6 I 330.0 i 423.9 I 435.3 ! 211.0 I 336.3 I 410.0 
卵 I220.s I 260.5 I 272.5] 333.o I 335.o I 185.0 I 215.7 j 264.o 
1. 富山県の指数は、県統計課資料、全国は農林省統計調査資料。
2. 富山県38年は県農政課の推定
602.6 
410.0 
121 .3 
405.2 
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第2章農家戸数卒、よび農家人口の推移
第1節農家戸数の推移
農家戸数の推移については、第4表によれば戦後の農
家戸数のピークの年である昭和25年度を基準にしてみる
と、昭和3年度では98.8%、38年度では95.8%となって
13年間で約4%の減少にすぎず、農家戸数の減少という
よりはむしろ、停滞的傾向が自につく。しかしこの25～
38年間をややくわしくみれば、次のような特徴がみられ
る。まず第 1＇ζ注意すべきことは、 25～3年度までと、
34年度以降では最下層の例外農家の定義が異なるからそ
の前後を単純に比較できないことである。
（註〕 この点については、 1961年8月稿の拙稿「富山県の農業人口と農家
戸数の推移」 （富山県産業懇談会）を参照されたい。
そこで、 25年～3年度の8年間をとってみると、農家
総数において、 25年度の84,378戸にたいして、 3年度は
11~ 4表 各階層別農家戸数の准移
l吋5年度 13叫肝度（会年1133年度！I ｜岬4年度l吋 l斜年度
総数 i制，3fsl 83,3~！ 100%l 100%l 100%i!; ;-i 82.s~I sg~g~f 1附 f100%¥ 1附
! (100.)I (98.8)1 I i L一一一一__l_臼旦』」翌日,JI_一一一｜－ _ _J -~－5~品目両日6~「而可丁目I 1反未満 l 141 141 o.171＿~［－3 思考
5畝～3反 Ic 1~~1 ~ ~6 ~551 1 s.sl 23, 9¥12. 9¥I寸三竺_I 9,875J 9,6吐土~札~~~3!i－＝－~~品E~~~：？C-~~~尽JJ但川」三土土山ヨ
ー古川叩~ic2z~~~~~T 両F-4o云r7耳石ヨJ9~~岨E生出iど1
－~＆~百T~1日官庁扇ケ~；日r;=-;=1面下回「7立~~~－~~
一一戸弓mr ／ ~f~6~3川副「Z司i戸雨戸市五I ~~Lar~~I 24.61 24.31 17.7 
1.5～ 2 町 lc~~fTir~わ正6.1 12 .31い5～ 2町 Icrn3~~51 mg~~~止~L~
両工耳石；66~6~「（間1 4.sf 日干i~エ量日立；1土竺υι－
~·~ム~町工651-----0.ト丁 0.111 3~土1m~し1：壁土空l土庁」－
c-2m;~~江川；=rill.~51 (4.6)1 (5.4)i (4州五町以上）｜世51（ ~9§~§51 c 4判官出）
（注） 富山県統計課「農業基本調査」より作成
83,312戸でありわずかに 1,000戸の減少にすぎず、ほと
んど変化なしとみてよいほどである。ところが、、 34～
38年度の4年間についてみると、 34年度の82,585戸にた
いして、 38年度は80,900戸となり、それ以前の8年間lこ
比較しでかなり大巾な減少傾向に転じているとみてよ
い。 （もっとも、大巾な減少傾向に転じたといっても、
それは、それ以前の8年間に比較してのことであり、 34
～38年度の4年聞のみでみれば、けっして大きな減少と
はいえない。）
しかし ζのように、 34年度以降は、それ以前に比較し
て、相当大巾な戸数減少の傾向をしめしており、この傾
向は今後いっそう強まるだろう乙とは、農業人口の動向
からして考えられるところであるが、その点はまた後lこ
検討しよう。次に階層別の構成比率について簡単にみて
おこう。
25年度と3年度を比較してみれば、農家戸数総数にお
いてみるべき変化はなかったし、また階層別にみでもあ
まり変化がなく、したがって、構成比率にあまり変化は
みられない。
34～38年度については、階層別にみて、 3～5反層の
みが例外的に戸数増をしめし、他の階層は軒並に減少し
ているから、 3～5反層のみが構成比率も若干増加して
いるが、全体としての階層別の構成比はあり変化してい
ない。こうして富山県の場合、 38年度においても、 5
反未満層lこ30%弱、 5反～1町に30%強、 1～2町に37
9昔、 2町以上層に約5%という農家の構成であり、この
構成比は34年度とはもちろんのこと、 25年ともあまり変
っていなし、。その点、全国の場合は、 25年度と38年度を
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対比してみれば、 (3反未満層は、農家規定の相違によ
って単純に比較できないが〉大体、 5反未満層での比
率減少、 5反～2町層での比率増大、 2町以上層の比率
減少で、いわゆる中農肥大化傾向のみられるのにたいし
て、富山県の場合は、そのような傾向はみられない。
第2節農家人口の推移
第i節において、農家戸数の推移をみたので、ここで
は農家人口の推移をみよう。
まず25年度から3年度までの推移では、第5表のごと
く常住世帯員総数では50万人から47万3千人台へ、つまり
94.5%に減少したのにたいして、農業従事者は約26万人
から22万5千人へと87%に減少し、世帯員総数よりも農
業従事者の減少の方がはるかに大きい。この農業従事者
第5表 農家戸数および農家人口の推移
25 年度 I 31 年度 I3 年度 I35年度 I38年度
農 家 戸 数 川fl 80,90~戸） (100. (99. (98.8 (97.5 (95. 
常住世帯員総数 431,812 (100.0) (96.6) (94.5) (91 .3) (86.5) 
I I I 207.417人I 170,423 I 168.750 I 160, 103 I 127.455 I ｜農業専従者｜ ハm 円、｜ ( 00 A I Q 1 lo; I A I 日｜農｜ ｜ い uu.uノ ｜ ω ム・マ I u l川 ｜ パ I uノ
就｜ ｜ ！一一一τ：：：－~I n n•n I 1－一一一一一｜
業｜ 第1種兼業者 I ctaa~3デl c~ifa) I Ha払！ 計a~~~ ）I ？~ 2￥~~） 
事i第2種兼業者！ ？日常｜ 2~9~：~） I ~la~：~） I ns~~i) I ~f ；~＇.~） 
業I. I l一一一一一一二 ！ ｜ ！ ｜ 
官 I j¥ 計｜ 2na5~診｜ 刊行〕 1 2対仏｜ 22(8~~~ ） I 1s~7行）
指示！ ！？出｜ 問） I (f a6:ci I ~~76~~ ） 
'I~I "',:'i l__"lg生旦!i_j~ 
者ト他産業専従者
計
無 業 者
（注） 富山県「農業基本調査」より作成
の減少の内訳は、他産業兼従者である第1種、第2種兼
業者は、逆にそれぞれ10？昔ちかく増加しているのである
から、農業従事者の減少はもっぱら農業専従者の減少に
よるものである。すなわち、農業専従者は81.5%へ、つま
り約20%という大巾な減少なのである。このように農業
専従者が大巾な減少をしめしているのにたいして、農業
兼従者が増加し、またとくに農家世帯員のうち、農業lζ
全く従事しない他産業専従者が、乙の8年聞に 176%と
なり、 1.5倍以上に激増している。このように、 25～3
年度の8年間では、その間ic朝鮮戦争と30年からはじま
る神武景気によって、農家人口の就業者は、全体として
は4%の減少にとどまっているが、その内訳では、農業
専従者が20%ちかくと大きく減少し、逆に他産業従事者
が増加し、とくに他産業専従者が1.5倍以上に激増し、
農家人口の就業者は農業から他産業への傾斜を強めてい
るのである。
次に、 35年度、 38年度をみるとさらにこの傾向が加速
度的にすすんでいる乙とがわかる。
38年度になると農家常住世帯員総数も25年度を基準lと
して、 86.5%となり、 90%以下に減少して、一戸当り平
均家族数も、 25年度の5.94人から、 38年度では5.25人と
なっている。つまり、 4捨5入でみれば25年度の 1戸当
り平均6人にたいして、 38年度は5人となっているので
ある。
次に、農業従事者は基準年次（25年）にたいして、
73.3%となり、約30%ちかい減少をしめしている。この
73.3%というのは、 3年前の35年度の83.5%にたいして
も10%の減少であり、 ζの3年間にいかに大巾な農業従
事者の減少があったかがわかる。農業従事者の推移を、
その内訳でみれば、他産業兼従者が第 11室、第2穏とも
? ????
増加しているので、農業専従者は、 25年度にたいして
61.5%となり、乙の13年間lζ約40%という激減ぶりであ
る。農業専従者の減少を3年前の35年度と比絞しでも、
77.4%→61.5%となり、乙の3年間（C実に16%という驚
くべき減少をしているのである。こうして農業専従者は
年をおって加速度的に激減していることがよくわかるの
である。それにたいして農家世帯員で他産業専従者は
対照的に滋増している。他産従専従者は、 25年度にたい
して、 38年度は270.6%となり、実に3倍ちかくに激増
しているのである。 3年前の35年度と比較しでも、 35年
度の 180% にたいして、 38年度は270.6%であるから、
乙の3年聞にいかに他産業専従者が飛躍的に激増したか
がオコかる。
このように、農業専従者が、 38年度では25年度の60%
にすぎなくなり、 40%も激減し、他方、他産業専従者が
第6表
???
25 15 ～ 29才
30 ～ 49才
50 ～ 59才
60 才以上
?
度
人 i
29,836 
28,765 
15,468 
12,275 
86,344 
35 I 15 ～ 29才 I s.339 I 
I 30 ～ 49才 I17,622 
年 I50 ～ 59才 I12,528 
I so 才以上 I14,912 
度｜計 I53,401 
3倍ちかくに滋増し、また第1種、第2種の他産業兼従
者が増加したことによって、農家人口就業者の他産業へ
の傾斜がいよいよ加速度的に強まって、農家の全就業者
のうち、農業専従者の占める比率は、 25年度には73.3%
だったのが、 38年度には50%と滋減している。つまり
25年度の時点では、農家の全就業者のうち農業専従者は
4人のうち 3人の比率を占めていたのにたいして、 38年
度になると半数を占めるにすぎず、他の半数はなんらか
の形で他産業に従事していることがわかる。しかも、 38
年度においては、他産業lと従事している家族員のうちの
半数は農業に全く従事しない他産業専従者なのである。
第3節 農業従事者の性別、年令別の区別
次に、農業従事者、とくに農業専従者の年令f.lj・性別
の区分を検討しよう。
農業専従者の年令）.；lj、性別の構成比の推移
女｜計日~
人
43 ,523 
49,791 
17' 489 
10,270 
121,073 
% 
15.6 
3 .1 
23.5 
28.0 
100.0 
%i 
36.0 I 
41.0 ! 
14.4 
8.5 
100.0 
% 
35.3 
38.0 
15.9 
10.8 
10.。
% 
40.7 
36.6 
47.0 
54.5 
41.6 
26.0 
27.5 
36.9 
49.0 
33.3 
男
率女！計
%！% 
59.3 I 100.0 
63、4 I 100 .o 
53.0 I 100.0 
45.5 I 100.0 
58. 4 I 1 oo. o 
23,232 
46,418 
21,460 
15,592 
106' 702 
31,571 
64,040 
33,988 
30,504 
160, 103 
74.0 I 100.0 
72.5 I 100.0 
63.1 I 100.0 
51.0 I 100.0 
66. 7 I 1 oo. o 
38 
?
15 ～ 29才
30 ～ 49才
50 ～ 59才
60 才上以
計度
～ 29才
～ 49才
～ 59才
才以上
言｜
?????
?
??
15 ～ 29才
30 ～ 49才
50 ～ 59才
印才以上
計
9.5 
35.3 
60.5 
118.8 
42. 7 
i山 1I 
39,586 
21,067 
15,367 
90,561 
17,375 
49,693 
30,435 
29,952 
I 121.455 
:l!] I :lJ 
7. 7 I 16 .1 
27 .4 I 43. 7 
25.4 I 23.2 
39. 5 I 16. 9 
100.0 i 100.0 
83.8 I 100.0 
79. 6 I 10. o 
69.4 I 100.0 
51.3 I 100.0 
71. I I I 0. 0 
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第6表によれば、基準年次の25年皮では、農業専従者
の男女の性別の構成比は、男41.6%にたいして、女児.4
%で、男：女は大体4分6分で、たしかに女性の方が多
かったが、まだ乙の時点では、男女の比率の差は決定的
に大きいとはいえなかった。それが、 10年後の35年度に
なると、男33.3%にたいして、女66.7%となり、すでに
女性が男性の丁度2倍の比率を占めるにいたっている。
ついで、 38年度になると、男28.9%、女71.1%となり、
女性は男性の2倍以tの比率になっている。 ζの男女の
比率における、女性の増大と男性の減少は、農業専従者
の総数におけるものであるが、これを年令階層別にみれ
ば、若い男性の農業専従者がいかに激減しているかがわ
かる。
すなわち、昭和25年度においては、最若年の15～29才
層では、男40%にたいして女60%で、この男女の割合は
全年令溜の男女の割合と同じ割合であった。しかし、
30～49才の成年層では、男36.6%にたいして女63.4%で
あり、この層では、全年令層の男女の割合よりも、女性
の占める比率の方が高かった。しかし、この25年度当時
においては、全体としては、年令階層別と、全年令層総
放との男女の比率には、それほど大きな格差はなかった
といってよく、全年令層総数における男40%、女60%と
いうのは、ほぼ各年令盾における男女の比率をあらわし
ていたといってさしっかえない。
38年度になると、男女の総数では、男28.9%にたいし
て、女71.1%であるが、年令階層別でみると、 15～29
才層では、男16.2%fとたいして、女82.95!るであり、 30～
49才層でも、男20.4%にたいして火79.69るという比率で
ある。つまり、とれら、働きざかりの15～29才、 30～49
才の農業専従者では、ほ（ま男 1人にたいして女は4人以
上という、極端に男性の少い状態になってしまっている
のである。こうして、男女0)~Jjj!Jでみて、総数において
女性の比率がますます圧倒的になっている Iζ、年令回
日ljとみれば、総数における比率を、はるかに上回る形で
働きざかりの15～29才、 30～49才層では、圧倒的比率は
女性によって占められるようになっているのであり、叶
別lζみた農業萌：従者という点で［ま、ますます女性中心の
若い男性の円、なし、」農業になりつつあるのである。
次に、年イリリ構成比率の:ft移をみよう。
25年度においては、男：女計でみて、 15～29才層は、な
お全農業専従者の1/3をヒ回る構成比率を占めていた
(35.3%）。しかも、この25年度では、 15～29才層におい
て、見久、のいずれもが、それぞれの全農業専従者の1/3を
上回る構成比率であった。次に30～49才層でほ、男女計
で389るであり、男性は33.39昔、女けー は419るであった。 ζ
うして、 25年度においては、男女計では15～29才層と30
～49才層の両層で、全農業専従者の70%を上回る構成比
率を占め、働き盛りの青・壮年層中心の農業専従者の構
成であった。
ID年後の35年度ではどうか。
との年度では、すでに若年層の農業専従者が滋減して
年令別構成においていちじるしく高年令層に重心が移っ
ている。すなわち、 15～29才層では25年度にたいしてこ
の年度では、男女計で43%となり、半数以下lと滋減して
いる。この15～29才層の43%へのj数減というのは、全年
令層を含めた総数での77.5%への減少と比較して、い
かに大きな減少であるかがわかる。それ故に、年令層
Jjlの構成比率では、 15～29才層は男ム司会で19.7%を占め
るにすぎず、 25年度の35.3%という比率と比較すると、
25～35年度の10年間に、農業専従者の最若年層がいかに
激減したかがわかる。男女の性別でみれば、男性は25年
度で全年令層の34.6%を占めていたのが、 35年度には15
.6%に、女性は35%だったのが21.8%となり、その平均
として35.4%から19.7%におちたのであるから、男性の
減少がし、かに激しかつだかがわかる。
38年においてはどうか。
38年度にうつると、以上の25～35年度における、農業
専従者における女性中心化、老令イじの傾向がますます強
よまっている。
すなわち、男女計の総数においては、 25年度にたいし
て、 38年度は61.5%となり、 35年度の77.59るから、さら
に大きく減少しているが、年令層別にみれば、若年層の
減少がいよいよ激しい。 15～29才の最若年層では、 25年
度に比して、男女計で23.7%となり、 4分の 1以下へと
加速度的に激減している。性別にみれば、男性は9.5% 
と、全く地すべり的な政減である。とれは、 35年度I25 
年度における減少率よりもはるかに、断層をなした激
減ぶりである。また30～49才胞にしても、男女計で、
63.3%となっているが、 ζのうち男性は35.3%と、 25年
度に比して約1/3に激減しているのである。こうして、
38年度においては、年令層別の構成比率では、 15～29才
の最若年層は、 13.7%となり、 35年度の19.7%よりも、
いっそう激しく減少している。これを性別にみれば男性
は7.7%にすぎず、男子の農業専従者のうち、 15～29才
属では10人［こ 1人もいないという有織である。 30～49才
層では、男女♀｜では38.9%の構成比率で、とれは35年度の
40%と比較して、ほぼ同水準である。だだ、この年令層
においても男性は27.4%と女性の43.7%に比して非常に
小さな比率である。こうして、 38年度においては、男子
の農業専従者のうち、 15～49才の働き盛りの青・壮年層
? ?? ?
いよいよ女性と老人が主力をなし、若い男性のいない農
業経営になりつつあるととがわかるのである。
新規学卒者の農業就業状況の推移
次lζ、中学・高校の新規学卒者の農業就業状況の推移
をみよう。
第4節
は3人に 1人にすぎないのである。これを逆にいえば、
男子の農業専従者のうち 3人l乙2人までが、 50才以上の
高年令層に属するのであり、いかに高年層l乙重心が移り
つつあるかがわかるのである。
こうして、富山県においても、全国的にいわれている
どとく、昭和25～38年度の推移において、農業専従者は
［（認知）！c~l~~）lc~~官）Id~稲川則c~5布団
農業就学者（B)
高｜卒
?
数
F/E 
者
Bf A 
DIC 
業
?????
?
件l与
ナ
zp牟
校
いる。これはまさに、並木正吉氏の表現である”地すべ
り的な政減“以上の減少であり、 1年1年断層をなして
の激減である。
次に農業就業者の絶対数を年次別に比較すると、中学
卒では30年度ではし998人であったのが、 38年度は278
人となり、わずか9年聞に1/71乙激減ししいる。高校卒で
は30年度で546人だったのが、 38年度には272人となり
丁度半減している。とのように、両者とも農業就業者が
激減しているが、両者を比較すると高校の方が減少率が
小さい。これは、もともと高校卒の場合は、すでに30年
の時点で、農業就業者の絶対数自体が小さかったのだか
ら、それ以後の減少率の小さいのは、むしろ当然である。
したがって、 38年度では両者の絶対数をとると、中学卒
278人、高校卒272人とほぼ同数になっているのである。
ζのように新学卒者の農業就業者の数も、全就職者に
たいする比率も、全く地すべり的lζ激減しているところ
から、この傾向がつづくかぎり、単に農業人口のみなら
ず、農家戸数の減少も問題になってくるであろう。い
ま、並木氏の計算にしたがって、農家戸数を維持するた
めの男子の必要補充人口を農家戸数の30分の！とすると
39 
第7表によれば、中学新卒者の就職者のうち農業につ
くものは、 30年度では全就職者のうち20%だったのが、
34年度には10.4%と半減し、 36年度lこはそれがまた半減
して4.8%と、全く地すべり的なJ削減をしめしている。
それが38年になると、中学卒の全就職者のうち農業をつ
ぐ者は、なんと、 3.4%という比率にまで落込んでいる
のである。乙れを30年度に比較すると、わずか9年のあ
いだに、1/6への下落という驚くべき減少である。中学新
卒者の就職者 1D人のうち農業をつぐものはわずかに3
人あまりにすぎないということは、一般的にいって農業
をつぐ者は無いといってもよく、農業就業者は全くの例
外という乙とになる。
高校新卒者のうち農業をつぐ者は、同じく第7表にみ
るごとく、 3D年度12%だったのが、 35年度には6.1%と
半減し、 38年度には、 ζれまた半減して3.3%と激減し
ている。この38年度の比率は3D年度lと比較すれば、大体
1/4ちかくまでの激減である。この結果、中学・高校の新
卒者合計では、就職者全体のち農業をつく、者の比率は、
3D年度17.6%だっうたのが、 36年度4.1%と1/4以下lζ激
減し、それがまた38年度には3.3%と1/5以下に落込んで
富山県の推移は第8表のどとくなる。
ζの第8表によれば、 26年の時点では、中・高校卒の
男子の農業就業者数（2389人〉は、必要補充人口（2812
人）の85%であり、ほぼ当時の農家戸数を維持するに足
る中・高卒の男子が農業についていたことがわかる。と
31 
第8表
中学
。
ころが、 30年になると補充率は、 56%となり、大きく比
率が減少している。それがあ年になると、33.6%となり、
必要補充率の約1/3という小さな比率になっている。それ
以後も、着実に減少しつづけて、ついに38年になると、
14.8%となっている。つまり38年には、農家戸数は812,
中学、高校新規学卒者の農業就業者数の推移
$ 品
計｜男｜
3,7ノ4ビ01 
3,800 
1, 998 486 
1,857 502 
363 
1,369 403 
94戸でその30分の 1は2,709戸、すなわち農家戸数を維持
するための男子必要補充人口数は2,709人であるのに、
現実に農業についたのは、わずかに402人にすぎないの
である。これでは、今後世代交代の時に、農家戸数の現
状を純持することは不可能であろう。もちろん、第8表
の必要補充人口数は、単純に農家戸数の30分の1と、新
学卒者男子の農業就業者数を対比しての検討であるから
学卒時に農業外に就職した農家の子弟が、一定年月後に
帰農する場合、または農家からの通勤者として兼業する
場合等ば、 ζの計算では考慮外におかれている。それに
しても、必要補充人口数の14.8%にすぎないという小さ
な比率では、かりに相当数が帰農、または兼業したとし
ても、農家戸数の維持は問題にならないであろう。した
がって、問題は、今後、農家戸数の減少は当然として、
その減少の程度いかんということである。
次l乙新卒者の農業就業者の内実を検討しよう。
まず第1に注目すべきは、上述のごとく、中学・高校
校
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2. 農家戸数は「農業基本調査」より
卒のi両者の農業就業者の推移を比較すると、高校卒の場
合の減少のしかたが、中学卒lζ比較して、小さかったこ
とである。その結果、 30年では、中学卒 1,998人にたい
して、高校卒546人と、高校卒は中学卒の1/4程度の数に
すぎなかったが、 36年ごろからは、両者がほぼ同水準に
なってきている。すなわち、 36年では中学卒299人にた
いして、高校卒296人となっており、 38年でも中学卒
278人にたいして、高校卒では272人である。このととか
ら！て、農業就業者においても、高校卒の比率が急速に
高まり、新卒者で農業をつぐ者の教育程度が次第に上昇
しつつあるととがわかる。
? ? ??
??
第9表高校卒（男子）農業就業者総数
総数
A 
農業課程
卒業者B B/A 
30 年
31 年
32 年
3 年
34 年
35 年
486人
502 
363 
403 
404 
366 
341人
336 
271 
308 
31 
279 
202 
188 
203 
70.1% 
67.0 
74.6 
76.5 
82. 1 
76.3 
81. 9 
85.9 
89.9 
36 年 I 247 
37 
38 : I ::: I 
次に注目すべきことは、高校卒で農業をつぐ場合、農
業課程卒業者の比率が圧倒的に高い乙とである。第9表
によれば、 30年の高校卒の農業就業者男子486人のうち
農業課程卒業者は341人であり、 ζれは70%の比率であ
る。との高率はそれ以後もつづき、しかも次第に比率は
上昇している。 38年では、高校卒で農業就業者男子のう
ち、実lと90%までが農業課程卒業者としての”専門家“
で占められている ζとがわかる。
とのように、①新卒者で農業就業者のうち、次第に高
校卒の比率が高まり、いまや中学卒と高校卒はほぼ同数
となり、②しかも高校卒の圧倒的部分は農業課程の卒業
者であるととを考えると、他産業と比較して農業への就
業者の数と比率が地すべり的に滋減しているとととは裏
腹に、農業をついだ若者たちの素質はけっして悪くなく
とれまた並木氏の表現をかりれば、 「農村に残った者｛主
筋金入りだJといえないこともない。しかし、農業課程
卒業者が圧倒的比率を占めているというととは過大評価
されではならなし、。というのは、まず第ーに農業課程卒
業者の場合、一般に農業就業者数は過大に表示される傾
向があることだ。つぎに注意すベ‘き ζとは、たしかに高校
卒で農業をつぐ者の圧倒的部分は農業課程卒であるが、
他方、農業課程卒の場合の、他産業を合めての全就業者の
うちに占める農業就業者の比率は年々低下してきている
ことである。この点を、通常高校の場合についてみれば
第10表のごとくである。
第10表によれば、 30年では通常高校農業課程卒業者の
男子の全就職者534人のうち、農業就業者は295人で55.3
第10表通常高校農業課程卒業者（男）
就職者総 ｜ 農業就業 I u //¥ 
数（A) I者（B) I JJ/ _,.,_ 
30 年
31 年
32 年
33 年
34 年
35 年
55.3% 
48.6 
41.2 
47.0 
48.9 
36.2 
24.4 
17. 9 
18.8 
?
???
?? ?
?
?
?
?
????
?
?
?
??
「 ?
? ???
295人
281 
220 
278 
282 
238 
166 
124 
119 
????? ???
??
??
?
%、つまり約半数は農業以外に就職していた。乙の ζと
は、農業課程卒業者のうちH優秀ρでかつ意欲的な者が自
家農業をつぎ、その残りの者が他産業K就職したという
ことではなかろう。一般的にはむしろ逆であろう。すなわ
ち、農業課程の卒業者でも、一般的には農業外の安定し
た大企業への就職を希望したが、それがかなえられなか
った結果として、やむなく自家農業をつぐという乙とに
なるのではなかろうか。とすれば、高校卒の農業者の圧
倒的部分が農業課程出身であるととを過大評価するのは
禁物である。しかも、農業課程出身者で農業をつぐ者の
割合ば、 30年の55.3%から次第に低下し、 35年では36.2
%、 36年では24.4%と大きく低下し、 38年にはついに、
18.8%となっている。すなわち、農業課程の出身者でも
農業をつぐ者は、 5人に 1人を下廻るという状態になっ
ているのである。とのことは、高校卒の農業就業者のう
ち圧倒的比率は農業課程卒業の専門家で占められていな
がらも、この農業課程の卒業者をも合めて、農家の子弟
の新学卒者は、滋しい農業人口流出の流れにまさとまれ
ている ζとを物語っている。したがって、新学卒者の農
業就業者のうちに占める高校卒の比率が急速に高まり、
また ζの高校卒のうちでは農業課程出身者が圧倒的比率
を占めている ζと、こ ζに将来の農業の発展の芽のある
ととは否定できないとしても、乙の発展の芽すらも、激
しい農業人口流出の激流の中でおし流されつつある、と
いうのが現状である。
ところで新規学卒者のうちの農業就業者を農家階層別
でみればどうか。
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第1表 農家子弟の新学卒者の就職状況 (36. 2. 1) 
通常高校卒業者（男子）
I I帥農家戸数 ｜ 総数農 業 総 数｜農 業
回 1~ (100.~1 人I ~ 絵、 数 5,228 (100. 
1反未満 131 (0.16) 151 (0.3) 
1～ 3反 g' 762 ( 1. 9) 710 (13.6) 
3～ 5反 11,561 (14.1) 487 (9.3) 
5反～1町 25' 953 (31.6) 1,601 (30.6) 
1～1.5町 20,354 (24. 8) 1,338 (25.6) 
1. 5～2町 10'442 ( 12. 7)i 789 ( 15. 1) 
2～ 3町 3,849 (4.7) 281 (5.4) 
3町以上 1 12~1 (0. 1刊 7 (0. 1) 
（富山県統計課「農業基本調査」より作成）
乙の点については、県の「農業基本調査」では36年2月
1日以後調査はなされていないので、 36年2月！日につ
いて検討しよう。第1表によれば36年2月1日現在で、
35年春中学卒ーの男子で農業就業者339人のうち、 3反末
満の農家の子弟は22人であり、 3～5反層では1人であ
る。両者をあわせた5反末満層lとすれば3人であり、こ
れは全農業就業者339人の9.4%にあたる。一方、農家
戸数でみると5反末満層は全戸数の26%であるから、 5
反未満層では農家戸数の割合に比して、農業就業の新卒
者がいかに低い割合であるかがわかる。また中学卒の全
就職者のうち、 5反末満層は23%であるから、乙の点か
らみても5反末満層では他産業就職者l乙比較して、農業
就業者の比率の低さがわかる。 5反～1町の階層では、
農業就業者の比率は、 339人のうち94人で27.7%であり
これはとの階層の農家戸数の比率31.6%より若干低い
が、 5反末満層ほどの格差はみられない。これにたいし
て、 1町以上では農業就業者の比率は、農家戸数の比率
よりも、逆に高くなっている。たとえば 1.5～2町層で
は、農業就業者の比率は219るであるのにたいして、農家
戸数では12.7%1とすぎない。また、新卒者の就職者総
数と対比してみても、 1町以上層では農業就業者の比率
の方が高くなっている。つまり、農家の子弟で中学新卒
者男子のうち農業をつぐ者の比率は、階層別の農家戸数
の比率および全就職者の階層別の比率と比較して、 5反
以下では極度IC低く、逆に1町以上、とくに 1.5町以上
の上層では高くなっている。 ζのことから、今後の見透
しとしては農業人口の減少はもちろんのとと、農家戸数
人 (100.~ 2, 12'71 (1凹制 人 (100.~ 339 204 
(0.3) 3 (0. 1) (0,5) 
21 (6.2) 159 (7.5) 4 (2.0) 
1 (3.2) 7 (3.4) 
94 594 (27.8) 20 (9.8) 
11 (32.8) 561 (26.4) 
71 (21.0)i 418. ( 19. 6) 77 (37.8) 
30 1341 (6.3) 27 (13.2) 
1 (0.5) 
の減少という点についても、 5反末満の下層の農家の減
少の方が多いだろうことが考えられる。
農家予弟の通常高校新卒者男子については、いっそう
との傾向が強い。
こうして、農家の子弟で中学・通常高校卒の男子の農
業就業者の階層別の区別では、いかに下層農家とくに5
反未満層では、農家戸数および、農業をふくめての全就
職者の比率に比して農業就業者が少く、逆lζ上層とくに
1. 5町以上層ではいかに比率が高いかがわかる。
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第3章 兼業問題
第1節 費量業率の推移
すでに第5表でみたように、農家人口の推移は、 25年
度を基準にして、 38年度では、①常任世帯員総数ではと
の13年のあいだに約14%ちかく減少し、②農業従事者は
27%と、世帯員の場合の約2倍という大巾な減少であり
①逆に他産業専従者は約3倍という驚異的な増加をしめ
している。農業従事者の内訳では、農業専従者は約40%
という大巾な減少であり、逆l乙第1~窪兼従者は約30% 、
第2種兼従者は16%といずれも増加している。つまり、
全体として農家の就業人口は、農業専従者の激減と、そ
れと対照的lζ他産業専従者の激減および他産業兼従者の
滑加という推移をしめしている。こうして農家人口は全
体として、ますます他産業従事者への傾斜をつよめてい
るのである。とのことが兼業化の拡大深化となってあら
われているのである。
兼業化の推移は、第12表のごとく、 25年度には専業農
家の比率は44.3%、兼業農家は55.7%だったのが、10年後
第12表 専業、兼業別農家戸数の推移
兼業農家 構 成 比
総数｜第 1~1 第 2種 総数｜専業｜兼業｜第~I よ種
44~ % 17~ 25 年 38.4 
27 年 度 84,021 29, 176 54,845 39,990 14,855 100.0 34.7 65.3 47.6 i7.7 
29 年 度 83，日35 27,945 53,990 36,770 19,220 100 .0 33.3 66.7 43.8 22.9 
31 年 度 83,678 24.195 59,483 39,692 19.791 100.0 28.9 71 .7 47.5 23.6 
3 年度 83,312 22,752 60,560 38, 12 
35 年 度 82.176 17, 797 64,379 38, 188 
37 年 度 81,294 12, 140 69, 154 35,734 
38 年 度 80,900 9,8741 71.026 34,022 
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の35年度lとは専業農家は21.6%となり、富山県の農家の
5戸のうち4戸までが兼業農家であり、専業農家はわず
かに1戸という割合になっている。それが38年度になる
と、さらに兼業化がすすみ、専業農家は12%、つまり約
10戸に1戸だけが専業にすぎないという激減ぷりであ
る。
兼業のうち第1種、第2種の区別では、 25年度には第
1 ~遣は38.3%、第 2種は 17.3%と、農業を主とする第
1種兼業が第2種兼業の2倍以上の比率であった。とこ
ろが、 10年後の35年度では、第1種46.5%、第2穣31.8
%となり、いずれも比率は増加しているが、第2種の伸
びの方がはるかに大きい。つまり第2種は、 10年のあい
だに約2倍ちかくの比率に滋増しているのである。それ
が38年度になると、その傾向はさらに強よまって、第1種
42.2%、第2種45.8%となり、第2種の方が高い比率に
なっている。乙うして、 25～38年度の13年聞において、
22,448 100.0 27.3 72.7 45.7 27.0 
26, 191 100 .0 21.6 78,4 31.8 
33,420 100 .o 14.9 85.1 44.0 41.1 
37,004, 100.0 12.0 88.0 42.2 45.8 
①急速な兼業化の拡大、深化をみたが、②兼業のうちで
は、とくに第2種の比率増大が圧倒的である。その結果
25年度当時も専業44.3%にたいして、兼業55.7%で、た
しかに兼業農家の方が多かったが、兼業のうちでは、第
1種は第2種の2倍以上あり、兼業農家の大部令は、農
業を主とする第1種兼業農家であったが、 38年度では、
たんに専業農家が、農家の10戸のうちのわずかに1戸余
りにすぎないというにとどまらず、兼業のうちでは、第
2種農家が2倍以上の比率となり、 ζの第2種のみで全
農家戸数の半数ちかい戸数をしめているのであり、農家
経済は全体としてその重心を大きく他産業に移している
といえる。
との兼業化の深化過程を農家の階層別にみればどう
か。
第13表lζよれば、 25年度では、農家総数での兼業率は
55.7%であったが、乙れを階層別にみれば、 5反末満層
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では80.7%という最高の兼業率であり、階層の上昇につ
れて兼業率は下り、2～3町層では26.4%、3町以上層で
は19.8%となっている。 25年度から10年後の35年度で
は、農家総数において兼業率が78.4%と大巾に増加して
いる乙とはすでに述べたが、階層別にみると、 5反末
第13表 階層別、専兼業の農家構成比
25 年度 35 年度 I 38 年度
1 兼業 兼業 兼業
専業 l 専業 専業
総数陣1種｜第2種 総数｜第1種！第2種 総数｜第i種！第2種
%% % 9古｛ %%%%%｜% 
総数 44.3 55 . 7 38 . 1 7 . 31総数 21・6 78. 46.5 31.9 12.0 88.0 42.21 45.8 
5畝未満 38.5 61.5 16. 44.9 1反末満 27. 5 72. 9. 9 62. 6 26. 3 73. 7 1 . 4 62. 3 
5敵～3反 13.1 86. 9 22 64. 6 1～3反 4.5 95.5 7.2 88.3 3.9 96. 2.1 94.0 
3～5反｜刊百 oi 41 :: :13～吋 6.9［幻.1 22.6 70.5 4.6心｜田.4 7 .o
5反米満 I19. 31 80. 1 31 . 81 48. 91! 5反末満［ 6.o[ 94.o¥ 15.5[ 78.51 4.51 95.5[ 5.81 89.7 
5反～1町 43.0 訓O! 5反～1町 15.1 削 54.3 旬.6 8.2 91.8 38.1 53.7 
1～1. 5町 58.0 42. 0 39. 2. 1 1～1. 5町 29.61 70.4 64.7 5.7 15.2 84.8 67.9 16.9 
1 .5～ 2町 I65.8 34.2 34. 1・5～2町 42.7 57・3 55.7 1・61 24.3 75・7 70 .2 5 .5
2 ～3町山… 26. 1: 2町～3町 53.3 46.7 46.1 0.6 34.2門町 1.4
56.81 56.8] 0 
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満層では94%という圧倒的な兼業率となり、この5反未
満層ではほとんど全部の農家が兼業農家であることがわ
かる。それ以上の階層では、階層の上昇につれて兼業率
の下落している点は25年度の場合と変わらないが、各階
層ともに大巾な兼業率の増加をしめしている。すなわち
2～3町層でも兼業率は46.7%であり、最上層の3町以
上層でも46%の兼業率であり、 ζの3町以上層において
も約半数の農家が兼業農家であり、いかに各階層をつう
じて兼業化が進展しているかがわかる。
38年度になると、 35年度よりもさらに兼業化がすすん
でいる。すなわち、総農家数においては、 35年度の78.4
%から、 38年度は88%となり、この3年聞に兼業率が10
%増加していることはすでにのべた。階層別にみると、
5反末満層では、 35年度の94%にたいして、 38年度は95
.5%となり、あまり兼業率は増加していなし、。しかしこ
れは、 35年度の時点で、すでに兼業化はゆきつくと乙ろ
までいっていたのであるから、当然といえよう。 38年度
における兼業化の進展は、それ以上の階層において顕著
である。その結果、 2～3町層においてでも65.8%の兼
業率、つまりこの階層で3戸に2戸は兼業農家となって
いる。また最上層の3町以上層でも56.8%となり、ますま
す兼業化のすすんでいることがわかる。
兼業の第 1種、第2種の区別での各階層の推移は、同
じく第13表のごとくである。
ここでの特徴点は、全農家数平均においても、各階層
別にみても、それぞれ兼業率は大巾に増加しているが、
第1種、第2種の区別では、 1町未満（とくに5反未満
）と、それ以上の層とでは対照的な相違をしめしている
ことである。すなわち、 5反未満層では、第2種兼業は
その比率が25～35～38年度で、それぞれ48.9～78.5～
89. 7%と急激に伸びているのにたいして、第i種では31
.8～15.5～5.8%と対照的に激減している。その結果、
38年度にいたると、 5反未満層の農家のうち、第2種兼
業が90%、第1種は5.8%、専業農家4.5%となり、こ
ζでは第2種兼業農家が圧倒的な比率で、いわばこの5
反未満層ではほとんどの農家は第2柾兼業農家であると
いってさしっかえない状態である。
5反～1町層では、25～38年度の推移では、第1歪兼業
は46.6～38.1%と変化し、この13年間に大巾に減少して
いる。それにたいして、第2種兼業は10.4～53.7%と飛
躍的l乙激増している。こうして、 5反～1町層において
も38年度の時点ては、農家の半数が第2種兼業農家とな
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第14表 農家人口の他産業従事状況の推移
数総数i農業l｜総数｜建設業｜製造業総数l卸小売！？長
人｜人［昭和26年度 775,819 11,546 1,566 30,565 13,914 15,958 33,708 8,042 7,027 
30年度 86,286 1. 049 2,395 39,281 19,872 18,693 35,956 10,750 7,082 
3年度 93,381 9,970 2,606 47,720 24,293 22,578 40,691 13,221 8, 724 
35年度 107,971 I 8,061 1,452 56,872 26,021 30,013 43,038 13, 123 12,648 
37年度 120,337 32,908 34,586 45,556 13,024 13,940 
38年度 128, 166 6,290 837 74,850 36,812 37,477 47,026 13,210 14,553 
初% fl % %1 % % % % 26年度 1川 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
30年度 113.7 95.6 152.8 128.9 142.0 117.0 106.6 134.0 100.8 
3年度 129.3 8F. 5 166. 3 151i. 1 i 17 4. 0 141 . 0 120.9 165.0 124.0 
35年度 142.1 69. 9 92. 9 1 86.0 186. 9 188. 0 128.0 163. 6 180.1 
37年度 15J. 0 58.3 62.4 223.0 236.1 216.1 135.5 162.2 198.5 
38年度 169.5 5o.o I 53.5 245.o 264.1 235.o 139.8 164. 9 207.3 
15.~I % 何間 9合i 44.~i %! % 26年度 2.1 18.0 10.6 9.3 
30年度 100.0 12.8 2.8 45.5 23. 0 21.7 41.6 12.5 8.2 
3年度 100. 0 10.1 2.6 24.7 23. 0 ! 41.5 13.4 8.9 
35年度 100.0 7.5 1.4 52.5 24.1 27 8 40.0 1. 7 
37年度 100.0 5.6 0.8 56.5 27. 3 28. 6 ' 10.8 1. 6 
38年度 10. 0 4.9 58.3 28.7 29.2 i 36.7 10.3 1. 3 
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っているのである。
i町以上層になると、 1町未満、とくに5反未満層と
比較しては、対照的に異なるのは、第2種兼業率の低い
ととである。すなわち、第2種兼業率は1～1.5町層でも
たしかに比率は大巾に増大はしているが、 38年度でも20
%以下の比率にすぎず、 5反未満はもちろん、 5反～ 1
町層と比較しでも、断層をなして比率は小さくなってい
る。 1.5町以上層になると、第2種兼業農家は無視しう
るほどの小さな比率にすぎない。
乙うして、 25～38年度の傾向として、全農家数平均で
は、兼業化が急激にすすみ、 38年度にいたると、全農家
の約90%が兼業農家であり、専業農家数は10%にすぎな
い。また、この兼業農家のうちでは、とくに第2種兼業
農家のしめる比率が飛躍的に増大して、 ζの13年聞に約
3倍の比率に増大しているのである（17.3→45.5%）。
乙れを階層別にみれば、 1町未満の農家、とくに5反未
満層では、いわば総崩れ的に第2種兼業化し、第2種兼
業農家は、その大部分が5反未満層に集中している。こ
のような下層の農家に対応する形にあるのは、 1.5町以
上の農家であり、乙乙では、その兼業農家のほとんどが
第1種兼業農家である。なお、とれらの上層農家、とく
に2町以上層でも、その半数以上は、第 1歪兼業として
ではあるが、兼業農家となっている点は注目すべきであ
り、富山県の場合、いかに全階層をつうじて、兼業化の
うどきがはげしいかがわかる。
第2節産業別にみた兼業先の推移
以上のように、兼業化の拡大深化が年々すすんでいる
が、以下、兼業先の推移について検討しよう。
第14表は、他産業従事状況の推移をしめす表である。
第1次、第2次、第3次産業別でみれば、第1次産業へ
の兼業はもともと26年度においても、すでに構成比率が
15.2%と小さな比率であった。と乙ろが、農家人口の他
産業への兼業者総数が年をおって加速度的に増加したの
にたいして、逆に第 1i欠産業への兼業者は年をおって加
速度的に減少した結果として、 26年度から10年たった35
年度には構成比率が7.5%と、 26年度の約半分に激減し
ている。それが38年度になると、兼業者総数のさらに大
巾な増加と、逆に第1次産業への兼業者の大巾な減少に
よって、構成比率は4.9%となっている。つまり、朝鮮
戦争中の26年度には、農家人口のうち兼業者としてでる
者のなかの15%は、なお第1次産業において兼業先を見
出していたのにたいして、 30年からの神武景気、 35年か
?
?
?
?
?
らの岩戸景気をへて、 38年度（39年2月1日現在）では、
5%以下に低下しているのである。
この第1次産業への兼業者の絶対的・相対的激減と対
照的なうどきをしめしているのは、第2次産業である。
乙の第2次産業では、農家からの兼業者の絶対数の推移
でほ、すでに30年度で、 26年よりも約30%増であり、 3
年度では1.5倍以上となり、 26年度から10年後の35年度
では約2倍ちかくへと飛躍的な伸びをしめしている。そ
して38年度ではさらに大きく伸びて、 26年度の2.5倍ち
かくまで飛躍している。こうして、第2次産業では25～
38年度の13年間l亡、農家からの兼業者は加速度な増加を
しめす乙とによって、その構成比率は26年度の40%から
35年度では50%を上回り、 38年度では60%ちかくの比率
！とまでなっているのである。
ζのような第2次産業における農家からの兼業者の絶
対的・相対的激増にたいして、第3次産業では、絶対数
はたしかに各年次でかなりの増加をしめしているが、第
2次産業における機増と比較すれば、増加「r1の小さい結
果、構成比率にしめる第3次産業の地位は下落してい
る。すなわち、第3次産業の構成比率は、 26年度で44.5
%と、第2次産業の40.3%よりもヒ同っていたのが、す
でに30年度では41.6%となり同年度における第2次産業
の45.5%と比較して、 26年度の場合と位置が逆転してい
る。それ以後も第3次産業の構成比は漸減して、 38年度
には36.7%と40%を下廻っている。それにたいして、第
2次産業では、上述のごとく比率が増大して、 38年度に
は58.3%と約60%の比率を占めるにいたっている。とう
して、朝鮮戦争下の26年度から、神武景気・岩戸景気を
経て、高度経済成長下にあって、農家から他産業への兼
業者数は激増したが、その中心は第2次産業であったと
とが、との第14表lとよくしめされている。
第2次産業のうち、建設・製造の両業種を区別してみ
ると、 26年度当時では、構成比率は建設18%、製造21.1
%だったのが、 30年度では、それぞれ23%、21.7%とな
り、製造業の場合は構成比率がほとんど変化していない
のにたいして、建設業では18→23%と大巾な構成比率の
増加をみている。この初年度は、朝鮮戦争後の不況を経
て、すでに神武景気に入っている時期であるがまだこの
時点までは、農家から第2次産業への兼業の増加の中心
は建設業であったととが読みとれる。 3年度になると、
構成比率は建設24.7%、製造23%となって、初年度に比
して両者ともほぼ同じ程度の増加をしめている。もっと
も、この3年度は神式景気後の不況の年であり、製造業
について、 32、3の両年度を比較してみると、 3年度は
32年度に比して兼業者数は減少しているのであり（32年
度－23,240人、 3年度 22,578人）、したがって32年度
には構成比率が23.7%だったのが、 3年度には逆に23%
と若干減少しているのである。その点を考慮して、 30～
32年度の推移でみると、建設業ば23→24.7%にたいして
製造業では21.7→23.7%となっているのであり、との神
式景気の過程では、それ以前と異って、建設業よりも製
造業への兼業者の増加の割合の大きかったことがわか
る。 35年度をみると、建設業24.1%にたいして、製造業
27.8%となっており、との時点でふただぴ構成比率が逆
転して、製造業の方が大きくなっている。 ζれは、 3年
度と比較してみると、絶対数の推移において、建設業が
174→186.9%と伸びたのにたいして、製造業では141→1
88%とはるに大きかく伸び、た結果である。 ζの35年度は
者戸景気中の時期であり、この時点lとおいて農家からの
兼業者の中心は製造業となり、兼業者が大きく伸びたζ
とを物語っている。ついで38年度になると、建設、製造
の両者とも構成比率は増加し、建設業28.7？昔、製造業
29.2%となっている。乙のように35～38年度では、両者
とも構成比率の増加をみているが、 ζの時期では建設業
の伸びの方が大きい。それはとも角として、 38年度では
との両者を加みると構成比率は57.9%となり、この両者
のみで、農家からの兼業者の約60%を受入れている乙と
になる。
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第3章農家経済の推移
前主主でl士、兼業率の推移と、兼業先の産業別の推移を
検討したので、本章では、兼業化の拡大深化のおよぼす
影響を中心として、農家経済の推移を検討しよう
第1節県平均の農業経済の推移
まず、県平均の農家経済の推移をしめす数字は次σ第
15表である。
第15表農家経済（県平均〉の推移
｜噌得［指数農昨｜判官官It判占i家宅初費l 指数 f｛~／~
266,04円61
% % % 
26年度 100 100 106 68.9 100 122 
30年度 270,764 147 132,687 160 403,451 152 67.1 320,462 147 84.5 126 
31年度 228,390 125 141,517 171 369,907 139 61.7 330' 152 151 69.5 112 
32年度 140 146 '920 151 63.5' 346,907 159 73.6 116 
3年度 244, 133 165,982 201 410, 152 154 59. 5 354,202 162 69.0 115 
34年度 255, 1391 178,240 215 433,374 163 58.5 387' 761 178 65.9 112 
35年度 246, 134 205,612 249 451 ,659 423,127 194 58.2 108 
36年度 249, 136 268, 143 324 
517「 491 ,627 225 50.6 105 
37年度 299, 
41 
303,752 367 603,443 22 49. 7 513,453 234 58.4 117 
38年度 319, 17 357' 600 432 677,400 25 47. 2 573, 100 2621 55. 81 118 
（農林省富山県統計調査事務所「富山県農林水産統計年報Jより作成）
この第15表によれば、各階層の平均でみた場合、農業
所得と農外所得の伸びを比較すれば、 26年度を基準にし
て、農業所得は38年度でも 174%と、 70%の増加にすぎ
ないのにたいして、農外所得は38年度432%と、実l乙4
倍以上に激増している。農業所得の場合l乙注意すべきは
富山県の農業粗生産額の70～80%を占める米作について
は、昭和30年以降、連続豊作で凶作l乙見舞われた乙とな
く、したがって31～38年度については大体農業所得の漸
増をみているが、この30年以降の連続豊作のなかでもと
くに30年が大豊作で＝あった結果として、それ以降の米価
上昇にもかかわらず、 30年度の農業所得水準を上廻るの
は、やっと37年度になってからにすぎないことである。
このような農業所得と農外所得の伸びの格差の結果、両
者の合計である農家所得に占める農業所得の比率は、 26
年度には68.9%と約70%であったのが、次第に比率が減
少して、 36年度には、 48.2%と50%を割るにいたってい
る。しかも、その傾向はいっそう深まり、 38年度には47
.2%となってる。つまり、各階層を平均した農家所得に
おいて、 26年度の時点では、農業所得が、農外所得の2
倍以上を占めていたのが、それ以後の兼業化の拡大深化
の結果として、 36年度には、農外所得が農業所得を上回
るにいたっているのである。この傾向は、下層農家にな
るほどいっそう激しくなっているが、その点は後で述べ
る。
次に、乙の農家所得の推移と対比して、家族家計費の
推移をみよう。
家族家計費は26年度を基準にしてみれば、それ以降、
一貫して大「jJな伸びをしめし、 38年度には262%と、 2
f白半以上になっている。この家族家計費が26～38年度の
13年間に2倍半に伸びたということは、もちろん、その
間に家計費の内実が2倍半笠かになったということでは
ない。その聞における物価上昇や家計費支出の内訳の変
化も考えねばならないが、いまはそれらの点にはふれな
い。乙の家族家計費の上昇を、農家所得の上昇と比較すれ
ば、 26年度を基準lとして、 38年度では前者は262%にた
いして、後者は254%であり、ほほ両者は同率の上昇を
しめしているが、上斜巾では家族家計費の方が若干大き
い。その結果、 26年度では、農家所得は家族家計費を22
%上廻っていたが、次第にその剰余は低下し、 36年にな
ると、わずかに5%と廻るにすぎなくなっている。とこ
? ー?? ?
ろが、37、38度では飛躍的な農外所得の伸びによって、
農家所得の伸びの方が大きくて、 38年度には、また18%
上廻るようになり、とれは、 31年以降をとってみれば、
もっとも多い剰余である。とうしてお～38年度の13年間
をつうじてみると、農家所得の絶対額は、家族家計費の
絶対；績を上廻っており、その意味では農家経済は一応安
定しているといえるが、家族家計費の上昇の方がやや大
きかったので、農家所得で家族家計責をカバーしうる率
が若干低下していることは否定できない。
次に問題になるのは、 l二述のごとくたしかに、全農家
所得をもってすれば、家族家計費の上回っているが、農
業所得のみではたして家族家計費をカバーしうるかどう
かという点である。その点をしめすのは、第15表のA/C
である。 ζれによれば、すでにお年の時点で84%であり
農業所得のみでは家族家計買をカバーしえなかったが、
それにしても、 80%強の高率であった。したがってお年
当時では、農業所得のみで、家族家計責の809るあまりを
まかないえたのであるから、それにわずかの農外所得を
兼業から獲得すればよかったわけである。ところが、そ
れ以降、農業所得の仲びは小さく、 26年度から38年度ま
で74%の伸びにとどまったのにたいして、家族家計費の
方は2倍半以上になった結果、 38年度では、A/Cは55.S
%となり、農業所得のみでは、家族家計費のほぼ半分を
カバーしうるにすぎなくなってしまった。
こうして農家経済は、この13年間に、第1に農家所得
lζ占める農業所得と農外所得の位置が逆転することによ
って、 36年度以降では農外所得の方が農業所得よりも大
きくなり、農家所得の重心が農業から兼業iζ移った。第
21乙、 ζの間に農家の家族家計費も大きく伸び、農家の
消費生活の内容も翌かになり、また消費生活のパターン
が変ったといえるが、このような家計費の大巾な伸びは
主として農外所得の飛躍的上昇によってはじめて可能に
なったことである。第3に、農家所得と家族家計費の関
係では、前者は主として農外所得の飛躍的上昇によって
大巾な伸びをしめしたが、この農家所得の伸び以上に、
家族家計費は伸びたので、農家所得による家族家計費を
カパ｛しうる率は若干の低下をみている。しかしなお、
ほほ全年度をつうじて、農家所得は家族家計費を10～
20%上廻っているのであるから、農家所得と家族家計費
の関係、において農家経済は悪化したとはいえない。
次lこ全国平均でみた農家経済の推移を富山県の場合と
比較してみよう。
第16表によれば、 32年度を基準にして、 38年度では全
国 1戸当り平均の農業所得は約 1.5 ｛きであるのにたいし
て、農外所得は丁度2倍になり、その結果、両者の合計
である農家所得は 171.4%となっている。農家所得に占
める農業所得の比率は、 32年度で56.6%だったのが、 38
年度では49.5%となり、 50%をおjっている。この全国平
均の推移と比較するとき、農業所得の仲びよりも、農外
所得の伸びの方がはるかに大きいという点では富山県の
場合も同様であるが、全国に比して富山県の場合は、農
業所得の伸びにおいて劣り、逆lζ農外所得の伸びにおい
第16表全国一戸当り農家経済の推移 （単位 1 ,ODO円）
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第17表富山県／全国平均
l農業所帯外所得｜農家所得｜家族家計費
% % 
32年度 132. 7 108.8 
3年度 124. 0 1 109.5 
34年度 1 13. 1 
35年度 103.9 1 114.8 
36年度 105.0 1 118.0 
37年度 1 111. 7 
38年度 11o.8 1 111. 0 
で、その結果として、農家所得l乙占める農業所得の比率
の減沙巾は富山県の方がはるかに大きくなっている。す
なわち、 32年度では全国は56.6%にたいして、富山県は
63.5%と、この時点では富山県の方が、農家所得のうち
に占める農業所得は、高い比率であった。ところが38
年度になると、全国Iは49.5%にたいして富山県は47.2%
となり、逆に富山県の方が低い比率となっている。この
ことからもわかるように、 32～38年度の過程では、富山
県の方が全国平均よりも、はるかにはげしいペースで、
農家所得が農外所得への依存度をつよめていったので
ある。それは、兼業率における両者の差とも対応してい
る。すなわち、富山県は前掲第12表のごとく、 38年度
で兼業率88%（うち第2積兼業率45.8%）であるのにた
いして、全国平均では兼業率76.1%（うち第2種兼業率
42.2%〕で、富山県の方が10%あまり兼業率が高い。
このように農業所得の農家所得に占める比率の減少が富
山県の方が、全国平均よりもはげしいペースですすんだ
結果、農業所得の農家所得に占める比率が50%を割るの
は全国平均の場合38年度にはじめておこったのにたいし
て、富山県ではすでに36年度から50%を割っているので
ある。
次｛ζ家族家計費と農家所得との関係であるが、家族家
計費も32～38年度にかけて、 162% lζ伸びているが、こ
れは農家所得の 171.4%に比較すれば若干低い伸びであ
り、その結果、全凪平均では、農家所得で家族家計費を
カバーしうる率は若干上昇している。すなわち、 32年度
の107%にたいして、 38年度は 113%となり、剰余13%
となっている。乙れは、家族家計費の大巾な伸びにもか
かわらず、それを若干上回る程度の農家所得の仲びがあ
ったからであり、こうして、全国平均では、農家経済は
若干安定度をましている。もっとも、これはあくまでも
農業所得の伸びを大きく上回る農外所得の伸びがあった
- 49 
からのことであり、農業所得のみでは家族家計費をカバ
ーしえないのはもちろんの乙と、その比率も次第に減少
している。
以とが全国平均の推移であるがが、 ζれを宮山県と対
比すれば、富山県の方は、上述のごとく、 26～38年度の
推移では、たしかに農家所得の仲びよりも家族家計費の
伸びの方が若干上回っていたが、 32～38年度でみれば富
山県でも逆に農家所得の方が若干上回っているから、全
国平均の場合とほぼ同じ傾向にあるといえる。
次l乙、全国平均と宮山県の農家所得、家族家計費の絶
対額での比較をみよう。
第17表lとよれば、農業所得の絶対額において、 32年度
当時では、富山県は全国平均より30%高い水準にあり、
富山県農業の優位がみとめられた。それが、 38年度にい
たる 6年聞に両者の格差が次第に縮少して、 38年度では
10%上廻るにすぎなくなっている。このように農業所得
における宮山県の優位は減少しつつあるが、なお38年度
においても、富山県の万が10%上廻っている点は注目さ
れていい。次lと農外所得の対比であるが、 32年度では、
両者はほぼ同水4主であったが、わずかに全国平均の方が
上廻っていた。それが、 38年度にいたる過程で富山県の
伸びの方がはるかに大きかった結果、 38年度では、逆に
宮山県の方が20%高い水準になっている。その結果とし
て、農業、農外両所得の合計である農家所得では32～38年
度の全過程をつうじて、富山県の方が10～20%、全国平
均よりも高い水準をたもっている乙とがわかる。
家族家計費の水準では、 32～38年度の過程をつうじて
富山県の方が、全国平均よりも高水準である。こうして
富山県は農家所得において、全国平均よりも10～20%の
高水準であると同様に、この高水準の農家所得をもって
家族家計費においても約10%あまりの高水準をたもって
いるのである。
第2節階層別の農家経済の推移
第1i郊でほ、農家各階層の平均でみた農家経済の推移
を検討したので、ここでは階層別の区別をみよう。｜結局
}jljの区jljについては、 31又末i満層は34年度以前は、 5Jス
末j高層に含まれていて、 31足末j高層のみを3～5反と区
別して、別個には調査されていなかった。それ故、ここ
では3反未満層も調査されている34年度以降を険社しょ
つ。
（註） 3年度以前については、富山県産業懇談会編・払稿「富山県の農業
人口と農家戸数の推移」 1961.8.を参照されたい。
第18表によれば農業所得のみで家族家て優っているの
計費をカバーしえているのは、 34年度には、 2町以上層
のみである。と ζろが34年度以前では、ほぽ昭和3年度
までは、 1.5～2町層も農業所得のみで家族家計費をカ
バーしえていた。と乙ろが34年度をさかいにして、農業
所得のみで家族家計費をカバーしうるのは、との1.5～
第18表 階層別農家経済の推移
｜農務得｜判明得数指｜管制指数｜占｜幣？費｜指数 I~ l~B 
円 円 % 300,87円2 
% % 
一 34年度 60,306 96 176.182 88 25 .5 85 20.1 78.9 35年度 62,907 100 207,215 10日 270, 100 23.3 352,110 1 OD 17.8 76.7 
36年度 61.459 98 241.846 117 303, 112 20.3 367,271 104 16. 7 82.6 
37年度 70,625 112 421 ,500 203 492, 182 14.4 517,325 147 13. 7 95.2 
反 38年度 50, 101 80 528.400 255 578, 214 8.7 503,900 143 10.0 114.8 
34年度 87,292 106 108 372,488 108 23.4 330 ,61 91 26.4 112.5 
35年度 263,0 345,212 23.8 362,277 100 22.6 95.2 82, 187 100 1 DO 100 
36年度 79,807 97 274, 1 104 353,911 103 22.6 389,923 108 20.4 • 97.5 
五 37年度 95,683 245, 1 93 340, 783 9 28.1 356,033 98 26. 8 95.7 
反 38年度 121,800 148 338,900 1291 460,700 133 26.4 428,000 118 28.4 107. 9 
五 34年度 176, 958 
131 80 375,867' 921 47.1 333,400 901 53.0 112.5 
反 35年度 157, 120 100 249,756 100 406,876 1 DO 38. 6 369,660 100 42.5 11o.0 
36年度 174,364 110 335,768 134 510, 132 125 34.2 491,544 133 35.4 103.8 
一 37年度 205,474 131 373,233 149 578,707 142 502,315 町 38年度 204,200 419, 300 1681 623,500 153 32.8 536,600 145 38.1116.0 
一 34年度 357,240 106 174,5261 93 531 ,766 101 67.2 め2，白 85 79.0 117.5 35年度 338,231 10 187,985 100 526,216 100 64.3 532,537 100 63.5 99.0 
36年度 318,465 94 283,470 151 601,935 114 52.9 552,471 104 57.7 109.0 ． 
37年度 368,645 109 274, 724 146 643,369 122 57.3 548,024 103 67.4 117.1 五
町 38年度 402,000 119 321. 900 171 723,900 138 5.5j 601 ,800 113 66.9 120.0 
34年度 103 78 97 81.2 470,310 102 ． 35年度 444.136 100 136, 16 100 580 ,300 100 76.5 461 ,737 100 96.0 125.9 
五 36年度 493,661 11 149,83 110 643,492 11 76.7 534, 182 11 92.5 120.3 
37年度 565,118 127 216, 10 159 781,218 135 72.3 571 ,413 124 99.0 136.8 
町 38年度 619,700 140 231 ,20 170 850,900 147 72.8 67 4,500 146 91. 9 126.2 
一 34年度 583,642 104 76 691 ,796 527,864 105 110.4 131.2 
35年度
町
562,924 100 142, 100 705,576 100 79.8 503,312 100 119.0 140.3 
36年度 650, 999 116 189, 133 840,287 119 77.5 633,083 126 102.8 132. 8 
以 37年度 725,885 129 249, 175 975,265 138 74.4 664,985 147.0 
上 38年度 824,400 147 274. 193 1.100, 101 156 75.0 914.000 110.5 
（農林省、富山県統計調査事務所「富山県農林水産統計年者むより作成）
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2町層よりも 1階層上の2町以上層、すなわち、最上
層のみになったのである。乙の34年度において、富山
県の農家のうち 2町以上層は、全戸数82.585戸のうち
4.040戸であり、それは全戸数の4.9%を占めるにす
ぎない。つまり、農業所得のみで家族家計費をカバー
しうるのは、換言すれば専業農家としてやっていける
のは、全農家戸数のわずかに4.9%という小さな比率
にすぎなくなっているのである。とのように34年度にい
たって、それまでと異なって2町以上層でなければ、農
業所得で家族家計費をカバーしえなくなったのは、 3年
度から34年度にかけて、農家所得は若干減少したのにた
いして、家族家計費は大r[1に伸びたからである。こうして
富山県は3年度までは2町以上層とともにし5～2町階
層でも農業所得のみで、家族家計費をカバーしえていた
ことによって、すでに29年度当時から、 2田J以上層でな
ければ農業所得のみで：家族家計費をカバーしえなくなっ
ていた全府県よりも、富山県は優位にあったのだが、 34
年以降は全府県と同ーの状態におちいったのである。と
ころが、 38年度にいたると、 ζの2町以上層という最上
層の農家lとあっても、ついに農業所得は家族家計費の
90.5%にすぎなくなり、農外所得を加えるのでなければ
家族家計費をカバーしえなくなっている。この点、全
国平均（都府県）の2町以上層の場合は、なお38年度に
おいても、農業所得は家族家計費を3～4%上回ってい
る。 （農業所得727.9千円、家族家計費701.2千円。「農
家経済調査報告』 38年度〉したがって、富山県の場合は
この38年度にいたって全国と地位が逆転したわけである
が、いずれにせよ、最上層の2町以上層においても農業
所得で家族家計費をカバーしえなくなったというのは、
注目すべことなので、その点について若干の検討しょ
つ。
富山県の場合、このように38年度にいたって最上層の
2町以上層においても、農業所得のみでは、家族家計費
をカバーしえなくなり、その意味で一般的iCi士、富山県
では専業農家としてやっていける農家階層はなくなって
いるのであるが、 1年前jの37年度ではそうではなかっ
た。 37年度では、農業所得は家族家計費を10%ちかく上
廻っていたのである。それが、わずか 1年間で、 A/C
=90.5%と大きく下落したのは、農業所得の伸びをはる
かに上廻る大巾な家族家計費の上昇があったからであ
る。すなわち、農業所得は第 18表から計算すれば
14%増であるのにたいして、家族家計費の方は37%増と
1年間に約40%の激増をしているのである。 ζの38年度
の家族家計費の伸びは、 34～37年度の推移と比較しでも
異常といえるほどの大きな伸びである。それでは、 37年
度lと比較しての38年度の家族家計費の激増は、その内訳
でみればどうなっているのか。その点「富山県農林水産
統計年報」 (37,8年度）によれば、家族家計貨の内訳の
ほとんどの項目において支出増加がみられるが、とくに
大きな噌加をみているのは、住宅修繕賀、家財家具費、
臨時貨の3項目であり、いずれも 2倍前後に激増してい
る。この3項目についで大きく伸びているのは雑貨（47
%増）、被服費（40%増）、保健教育文化費（30%増）
である。とれらの支出増をみて注目されるのは、最大の
伸びをしめした住宅修繕・家具家財・臨時費のいずれも
が、臨時質的な性格のものであり、とれらが2倍前後と
いう異常な伸びを唱めしたが故に、 38年度は家族家言｜費
総領の激増となったのである。もし、これら項目の支出
増が例年並にとどまっていたとすれば、このような倣増
をみなかったであろう。しかも住宅修繕・家具家財の
激増というのは、これら2町以上の最上層農家において
は、家計費内訴の現状維持のための減価償却費・更新費
というよりは、現状を大巾［と上廻る生活水準のための家
計費の激増と考えて差支えない。したがって38年度にい
たって2町以上層においても農業所得で家族家計費をカ
バーしえなくなったということは、一つには、臨時的経
済の激増によるものであるから、今後も ζの傾向が持続
される確率は少ないといえる。しかし他方、それとは矛
店ー する主張ではあるが、 ζの2町以上層においても、農
外所得の大巾な伸びによって、全農家所得l乙占める農外
所得の比率が次第に大きくなり（38年度で25%）、それ
との関連において農業所得を上廻る家族家計費の支出が
恒常化する傾向が将来の見透しとして考えられないわけ
ではない。ただ、 38年度にいたって、 2町以上層という
最上！習においても、農家所得lと占める農外所得の比率が
25%と、1/41こまで伸びてきたこと、またそれとの関連で
次第にこの階層においても、農業所得のみで家族家計費
をカバーしえなくなる乙とが見透される結果、農業所得
のみで農家経済の再生産を確保することを意図する N自
立経営農家μ というのは、富山県の場合、その実現はあ
やしくなってきた点は注意されねばならない。 2町未満
の農家のうちでは、農家所得に占める農外所得の比率は
階層が下るにつれて、また年をおってますます大きくな
っている。
第18表によれば、 38年度で 1.5～2町層では農外所得
の比率は27.2%、i～1.5町層では44.5%、5反～1町
層では67.2%、3反～5反麿では73.6%であり、最下j母
のi反～3反層では91.3%となっている。 ζのうち、ま
だ1.5～2町層では農外所得の比率は30%以下であるか
ら、 ζこでは農家所得の圧倒的比率は農業からえている
?
?
乙とがわかる。しかし、乙の1.5～2町層といえども、
上述のどとく、もはや農業所得では、急速に膨脹する家
族家計費をまかなえなくなっていのるであり、農家所得
の約309るにおよぶ農外所得を加えるのでなければ家族家
計費をカパ｛しえなくなっているのである。
とζろが、 1～1.5町層になると、もはや農外所得が農
家所得の半分ちかくを占めるのであり、乙乙では、農業所
得のみでは家族家計費の66.9%しかカバーしえなくなっ
ている。しかし乙の階層も、顕著な伸びをしめす農外所
得を加えるととによって、農家所得では家族家計費を20
%上廻っているのであり、農家経済としては安定してい
るのである。ととろで、乙の1～1.5町層と、それ以上の階
層とについて、34～38年度の農業所得の推移を比較する
とき注目されるのは次の点である。1.5町以上層でも、農
外所得の伸びと比較すれば、農業所得の伸びは相対的に
小さく、その点では1～1.5町層も同様であるが、農業
所得のみについては、 1.5町以上層ではかなり顕著な伸
びをしめしているのにたいして、 1～1.5町層ではきわ
めて小さい乙とである。したがって、この階層では農家
所得の伸びは、農外所得の伸びlζ大きく依存しているの
であり、 38年度では、なお農外所得は農業所得を下廻っ
ているが、今後急速にその位置が逆転することが考えら
れる。乙うみてくると、同じく農業所得が農外所得を上
廻っている 1町以上層であっても農業所得という点では
L5町を境としてその上下で大きな差のあることがわか
る。すなわち、1.5町以上層では、なお農家所得の主力は
農業所得にあるが1～1.5町層ではもはや農家所得の主
力は農業にあるとはいえない段階にきているのである。
次lζ、5反～1f可層になると、 38年度で農外所得が農
家所得の67.2%となり、実に農外所得が農家所得の2/3を
占めるにいたっている。 3反～5反層になると、さらに
との傾向が強く、 38年度で農外所得は農家所得の73.6%
と、農家所得の約3/4が農外所得で農業所得は農家所得の
約1/4にすぎなくなっている。最下層の1～3反層になる
と、乙の傾向は極端にまでおしすすめられて、農外所得
は農家所得の91.3%と90%を上廻っているのであり、農
業所得は10%以下という低率に落込んでいるのである。
との最下層の 1～3反層は、範曙としては、もはや農家
というよりは、勤労者世帯として把握すべきものであり
との勤労者世帯において、勤労者としての所得に、副次
的1<:10%足らずの農業所得が補充されて「農家」所得が
なりたっているとみるべきである。しかし、農家として
ではなく、勤労者世帯として把握すべきであるという点
でば、最下層の1～3反層のみならず、 3～5反層につ
いても同様であり、さらに5反～1町層をもつけ加える
べきであるかもしれない。かりに、 5反末満層を勤労者
世帯とすれば、 38年度では、それは全農家数の26.6%に
なるのであり、乙うして、全農家数の約30%は、農家と
いうよりは、むしろ勤労者世帯として把握すべき状態に
なっているのである。とれに5反～1町層（31.6%）を
加えると、 58.2%となり、全農家数の約60%は、その所
得源泉からみて、農家としてではなく、勤労者世帯とし
て把握しても不自然ではない状態になりつつあるのであ
る。と乙ろが、とのように1町末満の農家階層では、農
家所得において農外所得が圧倒的比率を占めているが、
他方では、との農外所得のみでは家族家計をカバーしえ
ないという点が問題なのである。とはいっても、 1町未
満層のうち、最下層の 1～3反層では、 38年度lζ関する
かぎり、農外所得のみで家族家計費をカバーしえている
点は見逃されてはならぬ。すなわち、農外所得の528,40
0円にたいして、家族家計費は503;900円であり、前者が
後者を上廻っている。しかしζの1～3反層においても
農外所得が家族家計費を上廻るのは、 38年度においては
じめてのことであり、それ以前には、かなり下廻ってい
たのである。 38年以前は、たんに農外所得が家族家計費
を大きく下廻っていたのみならず、農外所得lζ農業所得
を加えた農家所得をもってしでも、家族家計費をカバー
しえなかったのである。と乙ろが、 38年度にいたって農
外所得が飛躍的に上昇した（25%増）のにたいして、家
族家計費の方は逆lと若干の減少をみた結果として、農外
所得のみで家族家計費をカバーしうるというととになっ
たのである。
との i～3反層について、全国（都府県）の場合を検
討してみよう。 38年度において、全国の 1戸当り平均で
は、農外所得は453.6千円、家族家計費は461.7千円であ
り、農外所得の方が、富山県とは逆に下廻っている。こ
の農外所得lと65.6千円の農業所得を加えた農家所得519.
2千円になってはじめて、家族家計費をカバーしえてい
るのである。したがって、 38年度の富山県の1～3反層
での農外所得＞家族家計費というのは、全国平均と比較
すれば例外的な乙とと考えられる。しかし、とれを全国
の各地区別（北海道をのぞく）にみると、農外所得が家
族家計費を上廻っているのは、北陸、東海、近幾、中国
四国の5地区であり、逆lζ農外所得が家族家計費をカパ
ーしえないのは、東北、関東東山、九州の3地区である。
こうしてみれば、全国平均との比較では、富山は例外的
とみえるが、地区別の比較ではそういえないのであり、
兼業化の進展している諸地区では、すでに 1～3反の最
下層では農外所得のみで家族家計費を上廻るというのが
一般的傾向となりつつあるといえるのである。ただ、富
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山県の場合は、との38年度は、たまたま、農外所得の飛
躍的増加にたいして、家族家計費が若干減少したという
事情によってこうむったのであるから、今後傾向的には
次第に農外所得＞家族家計費ということはいえるとして
も、39、何年度もただちにそうなるとは簡単にいえない。
しかも農外所得の激増というのも、農業外の景気変動に
決定的に左右されるのであるから、その動向を慎重にみ
まもらねばならない。それはともかくとして、 i～3反
層は範鷹としてはもはや農家として把えることはできな
いのであり、農業所得を附随的所得源泉とする勤労者世
帯とすべきである。
次l乙3～5反層についてはどうカ。この階層において
も、 38年度には農外所得は農家所得の73.6%で、3/4とい
う圧倒的な比率を占めているのであるが、ここでは、こ
の農外所得のみでは家族家計費をカバーしえないのであ
る。農家所得の1/4を占める農業所得を加える乙とによっ
てはじめて、家族家計費を上廻っている。したがって、
3～5反層にとっては、農家経済を維持するためには農
業所得は不司欠のものである。
家族家計費をカバーするために怯農外所得に加えて農
業所得も不可欠のものであるという点では、 5反～1町
！習は、 3～5反層以上にそういえる。したがって、全農
家数の約60%を占める 1町未満層の農家では、農外所得
が農家所得の圧倒的比率を占めているというととによっ
て、もはや農家というよりは、勤労者世帯として差支
えない状態になっているのであるが、この i町未満層の
うち、最下層の 1～3反層のみは、家族家計費をカバー
するためにもはや農業所得を必要とせぬ段階になりつつ
あるのにたいして、 3反～ 1町層ではなお農業所得は不
可欠な要因である点は区別されなければならぬ。
以上が各階層別にみた農家経済の推移である。これで
みると、各階層をつうじていかに兼業所得への依存度を
つよめていかがわかる。農家所得に占める農外所得の比
率は各階層によって異なっているが、各階層をつうじ
て、農業所得（と農外所得をあわせた農家所得をもってす
れば、；°，；＇！、膨脹する家族家計費をカバー しえているのであ
り、農家所得をもってすれば各階層とも農家経済は一応
安定しているといえる。階層別にみれば、 2町以上層の
みがほぼ農業所得のみで家族家計費をカバーしえてお
り、また最下層の i～3反層は38年度にいたって逆に農
外所得のみで家族家計費をカバーしうるにいたってい
る。この両極の中間の各階層は、農業、農外のそれぞれ
の割合は異なるが、両者をあわせることによってはじめ
て、家族家計費をカバーしえている点で、最上層のど町
以上層ならびに下層の 1～3反層とは区別されねばなら
ない。
